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研究成果の概要（和文）： 
特許権者にとって，その技術をライセンスするには，固定料金方式とロイヤルティ方式のどち
らでするのが得であろうか．Kamien and Tauman (1986) は固定料金方式の方が大きな私的利益
を特許権者にもたらすことを，線形の経済モデルを用いて示した．本研究ではこの分析をより
一般的な関数を用いる経済モデルに拡張した．この結果，モデルが限界費用逓増の状況を許す
という状況がロイヤルティ方式の優位性を支持することが発見された．より具体的には，ロイ
ヤルティ方式は，市場が十分に競争的なときに，固定料金方式よりも大きな私的利益を特許権
者にもたらす． 
 
 
研究成果の概要（英文）： 

Which is better off for the patentee to license its technology by fixed fee or unit royalties? Kamien and 

Tauman [1986] showed that the fixed fee scheme brings greater private value of the patent in the linear 

model. We extend their analysis into a general model. Then, the simple fact that the model allows a 

increasing marginal cost supports the unit royalties scheme. More concretely, the unit royalty scheme is 

superior to the fixed fee scheme when the number of firms is large. 
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１． 研究開始当初の背景 

 
現在，知的財産の創造は国の重点政策であ
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り知財保護の傾向は強化傾向にある．一方，

近年の競争政策によって市場はより競争的

になっている．こうした状況下，両政策の関

係を経済学的な観点から検討することが必

要である． 

 
 
２． 研究の目的 

 

上記の事情を鑑みると，知財からの収入強

化と競争激化による市場利潤の拡散が同時

並行することになり，自然と次のような疑問

がわいてくる．新技術を開発した企業（技術

革新者）は，ライセンス戦略において，その

技術を広く普及させてしまうと，新技術を使

う者同士が市場競争にさらされてライセン

ス収入が薄くなる．したがって，新技術の供

給相手を絞り，これらに独占的な利潤を稼が

せることによって厚いライセンス収入を得

るという戦略をとるのではないだろうか．そ

してこの傾向は，競争政策によって市場の競

争が激化するほど，知財政策によってライセ

ンス収入を強化するほど進展するのではな

いだろうか．結果，新技術の普及が進まなく

なり，個別に見れば根拠のあった両政策の併

存が社会的な損失となる可能性はないだろ

うか．本研究計画の目的は，これらの疑問に

答える経済学的な基礎理論を提示すること

である． 

 
 
３． 研究の方法 

 

具体的にこれらの疑問にこたえるには，そ

の基礎構造として，技術革新者のライセンス

戦略と市場環境の関係を明らかにしなけれ

ばならない．そこで，ライセンス戦略を経済

理論（ゲーム理論）的に分析する先駆的研究

を成した Kamien & Tauman(1986)（“Fees 

versus royalties and the private value of 

patent.” Quarterly Journal of Economics, 

101, 471-491. 以下 KT と略す）に始まる研

究分野の経済モデルを応用・拡張して，その

関係を明らかにする経済モデルを構築した．

より具体的にはまず，①技術革新者のライセ

ンス戦略（技術を普及させるかどうか）と市

場競争の関係を分析できるモデルを構築し，

ついで，②技術普及型のライセンス戦略がと

られるのはどのような経済環境のもとなの

かを示す主要命題を証明した．そして，得ら

れた分析結果を学会等で発表しつつ経済学

的解釈を加え，論文にまとめた． 

 
 
４． 研究成果 

 

KT のモデルに限界生産性逓減の費用関数

を導入すると，図１のシミュレーション結果

に見られるように，市場の競争度（潜在企業

数）が上昇するにつれて，ロイヤルティ方式

の方が固定料金方式よりも特許権者に大き

なライセンス収入をもたらすという関係が

見出されることを発見した．このメカニズム

はシミュレーションの数値に依存しておら

ず，一般的に成立する法則である．つまり，

「限界生産性低減のもとでは，十分に多くの

生産者が存在している市場においては，（企

業自身にとって）ロイヤルティ方式が固定料

金方式より望ましい」という命題を証明した． 

ロイヤルティ・固定料金方式の両方式を比

較すると，技術革新者が最適契約で採るライ

センス戦略は，ロイヤルティ方式が薄利多売

型（技術普及型）に，すなわち多くの企業に

新技術を普及させ薄く広くライセンス収入

を得るのに適しており，固定料金方式はその

逆（技術独産型）に，すなわち一部の企業に

独占的に新技術を供給し厚くライセンス収

入を得るのに適していることが示せる．従っ

て上記の結果は，当初の疑問点における懸念

とは逆に，一般的技術のもとで技術特性を考



慮しつつ知財のライセンス戦略を分析する

と，競争政策によって薄利多売型の技術普及

が進む可能性を示唆する． 

この研究成果全体の専門的な論文（５の雑

誌論文①）は，国際ワークショップ（５の学

会発表②）と国内学会（５の学会発表①）で

それぞれ発表され， DP として国際的に配信

されている．また研究の主要内容のシミュレ

ーション結果や前提知識を解説した論文（５

の雑誌論文②）は法学系の英文雑誌に掲載さ

れたことにより，国際的な速報または非経済

学専門家（政策関係者や法学関係者）向けへ

も配信された． 

 

 

図１：横軸は市場の競争度、棒グラフはそれ

ぞれ固定料金方式（青）とロイヤルティ方式

（赤）による特許権者のライセンス収入であ

る 

 

また，研究の過程で，ライセンス方式（ロ

イヤルティ方式と固定料金方式）の選択にお

いて，リスク・シェアリングの問題が重要で

あることが判明し，この点について明らかに

する研究を追加的に行った。より具体的には、

不確実性下で、ライセンサー（ライセンスす

る側）とライセンシー（ライセンスされる側）

の間に，リスク・シェアリングの問題が発生

する場合において、ロイヤルティ方式と固定

料金方式のどちらが大きなライセンス収入を

特許権者（ライセンサー）にもたらすかを比

較した。不確実性を考慮しない場合、KTのモ

デルではロイヤルティ方式の劣位性が認めら

れているが，将来の不確実性を考慮に入れる

と、図２のシミュレーション結果にみられる

ように、ライセンシーがライセンサーよりも

十分にリスク回避的な場合において、ロイヤ

ルティ方式が固定料金方式よりも大きなライ

センス収入をもたらす可能性があることが発

見された。    

この成果をまとめて国内紀要にて発表した

ものが，（５の雑誌論文③）に記載の日本語論

文である．この論文の成果は，主たる研究目

的に必要なライセンス方式比較の議論を精緻

化する上で重要である． 

 

 

図 2：横軸はライセンシーの相対的危険回避

度、グラフはロイヤルティ方式によるライセ

ンス収入から得られる期待効用から固定料

金方式によるそれを引いた効用の差を表す。 
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